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ドロップ・サイト・デイリー、８月２４日：インディアナ州ゲイリーでは依然として停電
が続いている；米国、イランに対する「経済的 D-day」制裁を発表へ；イスラエル、ガザ
のモスクと海水淡水化施設を空爆 

脇浜義明訳  

 

パレスチナ 

 ＊ガザ回廊死傷者：ガザのパレスチナ保健省によると、この２４時間でガザ回廊の各地へのイスラエル軍の攻撃で２人

が死亡、３２人が負傷した。 

・２０２３年１０月７日以降の累計死者数は７３，４２２人、負傷者数じゃ１７４，４０１人になった。いわゆる

「停戦」初日の２０１５年１０月１１日以降、イスラエルの停戦違反の攻撃による死亡者数は少なくとも１，２８８

人で、負傷者は４，２９０人である。瓦礫の下から回収された遺体は８１３体である。 

 ＊２４日のイスラエル軍の攻撃で６人のパレスチナ人が死亡：アル・ジャジーラの報道によれば、２４日のイスラエル

軍のガザ回廊各地への攻撃で、子ども１人を含め少なくとも６人のパレスチナ人が死亡した。WAFA 通信によれば、ガザ

回廊中部のデイル・アル・バラフのアル・アクサ殉教者病院近くにある避難民テントへのイスラエル軍の攻撃で、パレスチ

ナ人１人が死亡、数人が負傷した。また、先週１８日７人を殺害したガザ市の港へのイスラエル軍の空爆で負傷したパレス

チナ人が、その傷が原因で死亡した。また、ガザ市のシェイフ・ラドワン地区にあるモスクと海水淡化施設を標的に攻撃し

た。 

 ＊「停戦」にもかかわらず、週末にイスラエルはガザ回廊攻撃継続：  

・２２日の土曜日、イスラエルのドローンがデイル・アル・バラフ北部のアル・バッサ地区にある住宅を攻撃し、パ

レスチナ人男性１人が死亡し、１人が負傷した。また、ヌセイラト近郊では女性１人が撃たれた。   

・２２日、イスラエル軍はアル・ブレイジ、ハーン・ユーニス、ガザ市東部一帯を砲撃した。ハーン・ユーニスのア

ル・アマル地区では住宅が破壊された。・２３日、ガザ回廊中部のアル・マガジ難民キャンプでパレスチナ人１人が

イスラエル軍に殺害された。関係者がドロップ・サイトに語ったところによると、アッザワイダ近郊への空爆で４歳

の子どもが死亡し、２人のパレスチナ人が負傷した。  

・同じく２３日、イスラエル軍戦車がハーン・ユーニス北のアスダ・シティとハマド・タワーズ近郊の避難民テント

村に向けて発砲し、ラファの沖から軍艦が艦砲射撃し、アル・ブレイジ北部では砲撃があったと報告された。 

 ＊家族の証言では、ガザでパレスチナ人男性がイスラエル軍によって処刑された：パレスチナ・メディア「フィレスティ

ーン」によると、イブラハム・モハンメド・カワレアの家族は、彼が２１日にハーン・ユーニス東部の「イエロー・ライ

ン」附近で拘束された後、殺害されたと言った。彼には３人の息子がいた。  

・彼は深刻な精神的不安定な状態にあった。親族の話では、数日前にいとこが殺害されてから、精神不安定がいっそ

う悪化した。  

・彼の叔父ジャベル・カワレアによると、ナセル総合病院に搬送された彼の遺体は、頭部、胸部、腹部に、至近距離

から撃たれたような複数の銃創があり、手足を縛られたままであった。「足まで縛られていたのに衝撃を受けた」と

叔父は語った。  

・家族はこの殺害を「現場処刑」と表現し、国際機関による調査を求めている。 

 ＊西岸地区への攻撃が続く中、イスラエル軍は子どもを殺害、入植者は障害者の高齢者に暴行：  

・ナブルスでは、２３日、イスラエル軍はナブルス東部のニュー・アスカル難民キャンプを急襲し、１４歳のパレス

チナ人を射殺した。さらに、クスラのパレスチナ人住宅３軒を３週間連続包囲し、家人の移動を制限し、支援・連帯

グループの立ち入りを阻止した、３軒の住宅に対して襲撃する入植者の行動の自由を許可した。住宅の一つを１０日

間にわたって占拠していた入植者らは２３日にその住宅から出たが、敷地の外に留まった。  

・ヘブロンでは、マサフェル・ヤッターで入植者が障害者老人に暴行し、それを他の入植者が面白がって撮影した。

WAFA 通信によると、２２日の入植者の暴行の後、軍が老人の家を急襲し、家族の携帯電話を押収した。タイム

ズ・オブ・イスラエル紙は、イスラエル警察が２３日に老人を暴行した２人のイスラエル人少年を逮捕したと発表し
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た。傷害者老人を棍棒で殴打した１６歳の少年と、それを撮影した１７歳の少年である。警察によると、１７歳の少

年は、自宅で謹慎するという条件で釈放された。  

・ヨルダン渓谷では、『ザ・ニュー・アラブ』によると、２３日朝、占領下のヨルダン渓谷にあるパレスチナ人村ア

ル・アウジャ付近で、入植者が刺された。刺された２４歳の男性入植者が治療を受けている間、イスラエル軍が現場

周辺で犯人を捜す捜索を行った。アル・アウジャ村はずっと執拗な入植者の襲撃を受け続け、今年初めに村人が村を

放棄せざるを得なくなっていた。  

 ＊カッツ国防相、ガザからの「凧に関し、軍に「断固たる」対応を指示：イスラエルのカッツ国防相は２３日、ガザか

ら飛ばされる「凧」に対し「即座に断固として」処置するように命じた。爆発物を積んでいなくても、凧や風船を飛ばすの

を「戦争行為」と見做すとカッツは宣言した。  

・タイムズ・オブ・イスラエル紙によれば、週末、ガザからの凧４つがナハル・オズ・キブツに飛んできた。凧には

怪しいものが付着していなく、国民に危害を加えるものではないと言った。  

・「風船は凧と同じと見做し、爆発物の有無にかかわらず、凧はドローンと同じと見做す」とカッツ国防相は述べ、

それらの打ち上げに関与した者たちに「厳しい」対応をすると警告した。  

・これに対し、ハマスの幹部バセム・ナイムは２３日、「テロを日常的に行っている核爆弾保有国」が「ガザから飛

んでくる紙の凧に対して強硬な措置を講じよと命ずる」のは「シュールレアリスム的パラドクス」だと評した。 

 ＊モハメド・アワド、起訴なしの数か月間拘留：弁護士によると、パレスチナ人ジャーナリストでドロップ・サイト寄

稿者のモハメド・アワドに、イスラエル軍は４か月間の行政拘留を命じた。彼は８月１２日、西岸地区ラマッラーの近郊の

バイトゥニア村の自宅でイスラエル軍に逮捕された。行政拘留とは、イスラエルがパレスチナ人を起訴や裁判もなしに無期

限に拘束する恣意的制度である。 

 ＊ハマス、クシュナーに対し、イスラエルが履行しない合意にはハマスも従わないと通告：ハマス幹部のオサマ・ハム

ダンは、先週末のジャレッド・クシュナーとの会談で、ハマスの姿勢をクシュナーに伝えたと言った。イスラエルが提案さ

れた枠組みを公式に受け入れ、攻撃の停止やガザ回廊からの撤退などの義務を履行しない限り、ハマスは合意のいかなる部

分も履行する義務はないと伝えた。ハムダンはこの発言を、今週公開されたイラクのポッドキャスト番組でおこなった。  

・ハムダンは、ハマスが武装放棄に合意したわけではないと強く言った。枠組みでは、重火器をパレスチナ側の管理

下に置いて、ガザを統治するパレスチナ人行政委員会の権限の下に制限され、保管されるとなっていると述べた。  

・また、彼は、合意枠組みのもとではハマスの武器はパレスチナ人以外の勢力に引き渡されることはなく、弾丸一発

たりともガザから持ち出されることはないと述べた。 

 ＊ハマス、選挙戦略を議論：ハマスは声明を出し、もっと広く統一されたパレスチナの政治体制を構築すべく、来るべき

パレスチナ立法評議会選挙に「可能な限り広範な民族的同盟」の一部として臨む方針を発表した。  

・自治政府（PA)のマハムード・アッバス議長は７月９日、やっとエルサレム、西岸地区、ガザ回廊で立法評議会選

挙を１１月２８日に実施するという大統領令を発した。もし、言葉通り実施すれば、２００６年以来初のパレスチナ

立法評議会選挙となる。ハマスはアッバス議長に対し、前にやったように選挙実施方針を撤回することをしないよう

に求めた。 

 ＊反ネタニヤフ候補、自分が政権を担ったらパレスチナ国家を樹立させないと明言：反ネタニヤフを掲げる元イスラエル

軍参謀総長ガディ・アイゼンコットは、世論調査でネタニヤフを退陣に追い込む有力候補にあがっている。彼は２２日、自

分が政権を担ったたらパレスチナ国家を樹立させないと明言した。彼は X に「パレスチナ国家は存在しないし、我々が樹

立する政府においてもパレスチナ国家が生まれることはない」と投稿した。 

・ニューヨーカー誌のデビッド・レムニック編集長の人物紹介プロフィルでは、アイゼンコットを「その姿勢や性

格」において「反ビビ（ビビはネタニヤフのこと）的」と描き、「ユダヤ的で民主的で進歩的でリベラルの国家イス

ラエル」のために闘う謙虚な軍人として紹介している。 
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イラン 

 ＊米国、対イラン「経済的 D Day」制裁を発表：スコット・ベッセン財務長官は２４日午後に記者会見を開き、イラン

に対する新たな制裁措置を発表する予定である。ベッセントはフィナンシャル・タイムズ紙に寄稿し、「夜明けとともに

『経済的 D Day』が始まる。それは敵対勢力に対するかつてない規模で展開される最大の金融攻勢である。我々の目的は

イラン政権が国際的に孤立するまで、その独裁政権を支えているすべての経済的ライフラインを切断することだ」と述べ、

さらに、イランとの「金融動脈」として機能する国は「イランと同じ孤立を覚悟すべき」で、「国際社会の除け者」となる

であろうと付言した。  

・イラン外務省のエスマエイル・バガエイ報道官は米国の措置を「主権と独立を守ろうとしている国家を罰する経済

的テロの明白な例」だと非難した。彼は、イランは米の制裁拡大に厳しく対応すると警告を発し、「事態をどんな形

にせよ激化させれば、何らかの結果を招くだろう」と述べ、「我々は手をこまねいているわけではない」と強く言っ

た。  

・イランの最高国家安全保障会議のモフセン・レザーイー事務局長は各国に米のイラン制裁キャンペーンに加わらな

いようにと警告し、「我々に対する経済制裁に加わる国を敵対国と見做す」と言った。   

・彼は、米政府が経済戦争へとエスカレートした場合、イランは「地域内のすべての米国の石油・経済関連企業」を

標的にする用意があると言った。また、全面的経済戦争となったら、イランは「他の手段も使って」ペルシャ湾から

石油一滴たりとも搬出させないとし、迂回ルートへの攻撃を行う可能性を示唆した。 

 ＊イラン、イラクのタンカーのホルムズ海峡通過を承認：イラン通信社（IRNA)によれば、イランは、イラク政府からの

度重なる要請を受け、複数のイラク産原油を積んだタンカーのホルムズ海峡通過を特別に許可した。   

・この問題は、イランの国会議長モハンマド・バーゲル・ガーリーバーフ議長がイラク訪問したときに主要なイラク

の要請事項であった。ロイター通信によると、イランがこの数日間イラク産原油を積んだタンカーすべて海峡通過を

許可したと、イラク大統領が述べた。  

・イラクは、イラン戦争前には日量約４００万バレルの原油を生産しており、海上輸出はすべてペルシャ湾の南部の

バスラ・ターミナルから行なわれていたので、ホルムズ海峡通過が必要であった。 

 ＊戦争でカタールの歳出が大幅削減：フィナンシャル・タイムズ紙によると、米国・イスラエルの対イラン戦争開始後

６カ月間が世界有数の豊かな国カタールに深刻な打撃を与え、カタールは国内外での歳出を大幅に削減した。   

・フィナンシャル・タイムズ紙によると、カタール政府の各省庁の予算は最大３０％削減され、海外援助資金も約８

５％削減された。  

・カタールは、イランによる攻撃でラス・ラファンの複合施設が損傷し、ホルムズ海峡輸送が混乱したことで、カタ

ールの輸出収入の主要源泉である液化天然ガスの生産を停止した。   

・IMF は、今年のカタール経済が８．６%縮小すると予測している。これは湾岸６カ国の中で一番大きな落ち込み

である。カタールは戦争による損傷に対応するために約５０００億ドルの政府系ファンドを取り崩している。危機が

長引けば、さらなる歳出削減を検討していると報じられている。 

 ＊米国高官等が２１日に４０隻のタンカーがホルムズ海峡を通過したと主張したが、データはそれを確認しない：２２

日３人の米政府高官が、アクシオスのバラク・ラビド記者に、２１日には４０隻のタンカーが１６００万バレルの原油を積

んでペルシャ湾からホルムズ海峡を通過したと言った。   

・しかし、ケプラー社の船舶追跡データによると、２１日に西から東へ海峡通過したタンカーはゼロであった。 

 ＊イラン政府高官、製油所の修復間近と発表：イラン石油省の報道機関 SHANA によると、パルス石油・ガス会社の

CEO トゥラジ・デフガニが２２日、２０２５年６月の米・イスラエルの１２日間攻撃で損傷されたサウス・パルス・フェ

ーズ１４製油所の修復作業が７０％完了したと発表した。デフガニは、年末までに製油所が完全復旧し、損傷個所も生産工

程に再統合されると言った。  

・サウス・パルスはペルシャ湾でイランとカタールが共同で運営する世界最大の海上油田で、イランの天然ガス供給

の約８０％を担っている。・また、イランの石油相は２３日、南部のファールス州で７兆５０００億立方フィートを

超える天然ガスが発見されたと発表した。 
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 ＊パキスタン軍参謀長が２３日にイラン訪問：イランのタスニム通信によると、パキスタンのアシム・ムニール参謀長が

２３日にテヘランに到着した。  

・イラン外務省のエスマエイル・バガエイ報道官はムニールの訪問は地域の「平和と安全」を強化しようとするパキ

スタンの取り組みに一環であると述べたと、ニュー・アラブ紙が報じた。  

・アル・ジャジーラのアリ・ハシェム記者は、この訪問を米とイランの間の仲介を再活性化させる目的であると述べ

た。 

 ＊イラン、ホルムズ海峡における「シャトル」貿易を阻止すると発表：イランのペルシャ湾海峡局は２３日、制裁対象船

舶に協力する船舶、例えば洋上で荷物に積み替え（STS）を行う船舶も制裁対象船舶リストに追加すると発表した。対象に

なった船舶は、今後ホルムズ海峡を通過するとき、罰金、抑留、没収ら処置を受ける。  

・この処置は、イランによる海峡管理下で原油輸送をする「抜け道」を阻止するためのものである。その「抜け道」

方法とは、タンカーが位置発信機のスイッチを切った状態で海峡を短時間及び隠密に航行し、ペルシャ湾のすぐ外で

他の船舶に積み荷を移し替える STS と呼ばれる「シャトル」貿易である。  

・エネルギー・アナリストらは、この隠密ルートの存在のおかげで世界のエネルギー供給体制が崩壊しなかった主た

る要因だと指摘している。米当局によると、この「シャトル」貿易で１日約８００万バレルの輸送が行われていると

いう。 

 

イエメン 

 ＊アンサール・アッラー、紅海でサウジアラビアのタンカーを標的に：アンサール・アッラーの軍事報道官は声明の中

で、サウジアラビアのタンカーを「サウジアラビアのヤンブー沖で弾道ミサイルで攻撃した」と主張した。。この前に、英

国海事貿易業務局（UKMTO)が、サウジアラビアのヤンブーの西約６３海里の地点で、あるタンカーが正体不明の飛翔体

に被弾し、主甲板で火災になったと報告していた。 

 

レバノン 

 ＊「停戦」にもかかわらず、イスラエル軍は南レバノンで１７歳の少年２人を殺害し、住宅を破壊・放火した：  

・マルジャユン地区のマイス・アル・ジャバルで、イスラエル軍のブルドーザーがドバイエ地区の仮設学校複合体を

破壊した。レバノン国営通信によれば、イスラエル軍は爆発物を仕掛けて複数の住宅を破壊した。ヒアムでは、部隊

がアル・マバラット学校付近の住宅を爆破し、さらに他の住宅や固定資産や農地に放火した。 

・ナバティエのダワット・クファル・レマン地区で、２３日から行方不明になっていた少年２人の遺体が発見され

た。レバノン保健省は、２人はイスラエル軍の攻撃で死亡したと発表した。報道によると、イスラエルのドローンが

２人が乗っていたオートバイを攻撃したという。  

・レバノン国営通信によると、２２日イスラエル軍機がアリ・アッタヘル高地を２回攻撃し、イスラエル軍がダワッ

ト・クファル・レマン、ダブシャ高地、アリ・アッタヘル高地周辺の森林地帯をリン弾で砲撃した。  

・さらに、イスラエル軍はシルビンとルシャフの間を２回空爆したが、死傷者の報告はない。  

・イスラエル軍はザウタル地区で民間人の住宅を破壊した。詳しくはコートニー・ボノー記者の報道映像、Drop 

Site@DropSiteNews,Aug23,2026 を見られたい。 

 ＊米特使、交渉におけるヒズボラの役割を述べた発言を撤回：米特使のトム・バラックは、レバノンに関する交渉にヒ

ズボラとイランが参加すべきだと示唆した発言を撤回した。２２日に行われたマリオ・ナウファル記者のインタビューでバ

ラックは、レバノン問題の本格的な解決のためにはヒズボラとイランを交渉に参加させる必要があり、米国の交渉チームは

彼らを交渉プロセスに引き入れようとしていると発言していた。  

・「問題は、決定を下せる当事者が交渉のテーブルに着いていないことだ」とバラックはナウファル記者に言った。

「決定を下せる当事者はヒズボラとイランだ。」   

https://x.com/DropSiteNews/status/2091529809813791177
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・しかし、２３日になると、バラックはAP 通信に対し、私は交渉への参加を提案したのでなく、ヒズボラの武装問

題の解決の困難を説明しただけだとすり替えた。「ヒズボラは指定外国テロ組織だ。我々は彼らとは交渉しない。私

の発言は交渉を示唆したものではない」と言った。 

 

米国のニュース 

 ＊インディアナ州西部、猛嵐で数千人が停電状態、訴訟も発生：８月１１日に始まった激しい嵐のため、少なくとも７

人が死亡、約１０００人が避難した。インディアナ州北西部では２３日２万８０００以上の世帯がまだ停電状態に置かれて

いた。   

・ゲイリー市の住民の過半数が黒人で、３人に１人が貧困者である。住民のシャティヤ・ハーディンが現地状況を

「極めて悲惨」と表現し、すべての家庭が猛暑で苦しみ、停電のため、多くの人が食事、冷房、携帯電話の充電など

を求めてコミュニティ・センターに行っていると語った。  

・インディアナ州知事マイク・ブラウンは、被害総額は５０億ドルを超えるという試算を発表し、連邦緊急事態管理

庁に、５４郡を対象に「大規模災害」宣言の早期発令を要請した。 

 ＊息子がエイブラハム・リーンカーン空母の乗組員として任務に就いている間に、父親が ICE に拘束された：家族によ

ると、米国にほぼ２０年間暮らしているニカラグア移民のルイス・マヌエル・アビレスが、２２日にフロリダ州キーウェス

トで交通停止命令を受けた後、国境警備隊に拘束された。彼の息子のジョシュア・アビレスは空母エイブラハム・リーンカ

ーン号の水夫として、９カ月以上海上勤務している。  

・家族の話では、アビレスは就労許可書、社会保障カード、運転免許所を所持していた。AP 通信の最近の調査によると、

トランプの二期目に入ってから、現役軍人の親や配偶者が拘束された事例が50 件以上ある。 

 ＊米国・カナダ通商交渉決裂で貿易「戦争」状態、米国の石油精製業者は原油供給源懸念：カナダのマーク・カーニー

首相は、米国との協議を中断、カナダは貿易に関して「戦争」状態にあると宣言した。彼は、トランプ大統領が、カナダに

他国との貿易協定締結する権限を制限したり、カナダの重要鉱物への米国の「独占的アクセス」など不当な取引を要求した

のは、カナダを軽視した「誤算」だと言った。  

・協議決裂により、鉄鋼、アルミニューム、木材、自動車に対する既存の関税に加え、200 億ドル相当のカナダの輸

出品に対して新たに関税が課されることになる。これに対し、カーニー首相は「ドル・フォー・ドル」の報復関税を

米産品に課すと言った。  

・また、ブルームバーグによると、この8 年間で最多の量の原油を処理し、記録的なディーゼル油による利益を得た

米国の石油精製業者が、供給源危機に直面している。最大の原油供給国であるカナダのアルバータ州にあるオイルサ

ンド（油砂）施設がメンテナンス計画に入るため、来月には日量３０万バレルの供給が停止されるからである。 

 ＊USPS(米郵政公社）が郵便投票の制限：ザ・ヒル紙によると、米郵政公社は２１日、郵便投票に関する資格要件を新

たに発表した。その指針は、トランプ大統領が３月に発令した郵便投票を制限する大統領令で、後に連邦判事が無効と判断

したものの内容を反映したものである。  

・８月２６日に正式発表される９５頁の報告書は、各州に対し、国籍に基づく有権者資格リストを提出する意向があ

る場合は、１１月３日の中間選挙の６０日前までに郵政公社に通知することと求めている。これは、トランプ大統領

が前に郵政公社に出した指示と同じものである。  

・連邦地方裁判所のインディラ・タルワニ判事は今月初頭、選挙が迫る中「混乱」や「無秩序」を招く恐れがあると

して、その命令の執行を差し止めた。   

・米選挙支援委員会の報告書によると、２０２４年の選挙の投票の３分の１近くが郵便投票で行なわれた。 

 ＊開示資料によると、トランプは６月１０００回以上も株取引を行った：米政府倫理局が２２日に公表した財務開示資

料によれば、トランプ大統領は、バークシャー・ハサウェイ、ビザ、マスターカード、シンタスなどの銘柄の大量購入な

ど、６月に１０００回以上の証券取引を行い、総額７８１０万ドルから２億６３１０ドルに上る。  
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・トランプは２０２５年に、総額６億ドルから１８億６０００万ドルに相当する証券取引を２万１０００回以上おこ

なった。その多くは市場を大きく動かす出来事に連動して集中的に行われ、時には同一銘柄を１日のうちに売りと買

いを繰り返すやり方もやっていた。 

 ＊リベリアへの強制送還便を拒否した移民、赤道ギニアへ移送された：ニューヨークタイムズ紙によると、リベリアで

強制送還便から降りるのを拒否した移民の少なくとも５人が、２０日に赤道ギニアへ移送された。   

・送還対象者であったキューバ人男性３人がニューヨークタイムズ紙に語ったところによると、リベリアでは当局者

から首を膝で抑えられる暴行を受け、リベリア拒否に対して米国へ連れ戻すと告げられたにもかかわらず、実際には

赤道ギニアへ連れて行かれた。現地では覆面し武装した数十人の当局者に迎えられ、首都マラボにある厳重に警備さ

れたホテルへ連行されたという。 

 ＊連邦判事、トランプ政権の７５カ国を対象にしたビザ発給停止措置を無効と判断：ニューヨーク州南部地区連邦地方

裁判所のジャネット・A・バルガス判事は２１日、トランプ政権の７５カ国からの移民に対して、「米国にとって経済的負

担になる」としたビザ発給停止措置は「法律に反する」行為で、マルコ・ルビオ国務長官の法的権限を逸脱しているという

判断を下した。   

・バルガス判事は、トランプが一期目に出した入国禁止令を最高裁が支持した２０１８年の判決と本件とを区別し、

当時はビザの発給ではなく入国制限に関する者であったと説明した。   

・トランプ政権はこの決定を不服として控訴する予定。 

 ＊民主党が下院で多数派になる可能性に基づき、ジェフリーズがクシュナーと非公式会談：２２日のニューヨークタイ

ムズ紙によると、下院民主党トップのハキーム・ジェフリーズ院内総務はここ数週間、トランプの義理の息子でトップの外

部最側近顧問のジャレッド・クシュナーとニューヨーク市内で何回か会って、非公式会談した。２人は、住宅、移民、生活

といった問題で、合意可能な分野を探るための協議を行ったという。  

・クシュナーはジェフリーズに対して、ホワイトハウスのスージー・ワイルズ首席補佐官に会うことを提案し、周囲

の仲間たちにジェフリーズが超党派の合意を形成するうえで「民主党指導部の中で最も真剣になる人物だ」と語っ

た。  

・この会談は、トランプの側近らが民主党が下院多数派になる可能性に備える一環として行われた。一方ジェフリー

ズは先月、ニューヨークタイムズ紙に対し、「責任追及に関しては誰も除外しないが、誰にするかも決定していな

い」と述べ、ただ解任すべき閣僚の「候補」としてピート・ヘグセス国防長官の名を挙げた。 

 

その他の国際ニュース 

 ＊イスラエル、ゴラン高原近郊のシリアを攻撃：イスラエル軍は２２日、イスラエルが占領するゴラン高原に近いダマス

カス南西部のベイト・ジンで、車両へのドローン攻撃を行った。イスラエル軍は、イスラエル兵へ差し迫った攻撃の準備を

「最終段階」まで進めていた人物を標的にしたと発表した。シリアの国営メディアは、少なくとも１人が負傷したと報じ、

この攻撃をシリアの主権侵害だと非難した。  

・この攻撃は、イスラエル軍が８月１８日にアブ・アッドゥフール空軍基地に大規模な無差別爆撃を行ってから４日

後に行われた。 

 ＊バラック、イスラエルのアブ・アッドゥフール空軍基地爆撃はトルコを「挑発する」のが狙いだったと示唆：米国特使

のトム・バラックは、米国諜報機関の調査ではアブ・アッドゥフール空軍基地にはトルコ軍のプレゼンスは確認されず、ま

たトルコ政府が軍を進駐させる計画もなかったと述べた。これは、１８日の攻撃をトルコ軍が基地にいたからというネタニ

ヤフの攻撃正当化の主張と矛盾するもので、バラックはトルコ政府が「自制」したと語った。もし、トルコがイスラエルの

爆撃機に戦闘機を緊急発進差せていたら、「第三次世界大戦」になる可能性があったと警告した。バラックは、ネタニヤフ

首相府、イスラエル軍、モサドの間に「意思疎通の不備」があったと述べた。  

・イスラエルのカッツ国防相は、バラックの説明を「不正確な点が多い」と否定する異例の安息日声明を発表した。

彼は、シリアには直接警告し、米政府にも事前に通知したと述べた。バラックはそれを否定した。 
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 ＊ウクライナがロシアの製油所を攻撃し、ロシアがウクライナのショッピングモールを攻撃：ウクライナのゼレンスキー

大統領は２２日、ウクライナ軍が前線から約１０００キロ離れたロシアのノヴォクイビシェフスク製油所を攻撃したと発表

した。ウクライナはロシアのエネルギー・軍事インフラへの長距離攻撃を拡大している。  

・ゼレンスキー大統領は、ウクライナ軍がサマラ地域の物流拠点や黒海上の標的も攻撃したと言った。  

・一方、２１日夕、ロシアのドローンがクリヴィー・リフの賑やかなショッピングモールを攻撃、少なくとも１６人

が死亡し、子ども２３人を含む１３０人以上が負傷したと、フィナンシャル・タイムズ紙が報じた。２２日の朝にな

っても、子ども２人を含む９人が行方不明であった。負傷者のうち２９人が重体で、その中には子ども５人が含まれ

ている。 

・ゼレンスキー大統領は、ロシアのドローン攻撃は２回行われ、最初の攻撃の後、緊急対応部隊が現場で活動してい

た時に２回目の攻撃があり、いわゆる「ダブル・タップ」であったと言った。 

 ＊スーダン軍、チャド領内を攻撃：チャド軍は２２日、スーダン軍がチャド領内約１００キロの場所で車両を攻撃したと

発表した。報道によると、スーダン軍はチャド国内を移動していた RSF（即応支援部隊）の車列を標的にしたとみられ

る。  

・以前の報道でも、ＵＡＥからチャドを経由して武器を輸送する車列が確認されている。 

 ＊ロイター通信によると、ベネズエラの石油出荷が滞る：ロイター通信によると、ベネズエラでは港湾施設の老朽化の

ために、原油の生産と販売に合わせて出荷できなくなっている。機器の故障、停電、貯蔵能力の不足、原油の品質問題など

で、タンカーは積み込みまで最大３０日間を待っている事態である。   

・生産量が増加し需要も多くあるにもかかわらず、ベネズエラの輸出量は日量約１２５万バレルを超える水準になっ

ていない。 

 ＊四面楚歌のメキシコのロチャ知事、再び職務から離れる：メキシコのシナロア州のルベン・ロチャ・モヤ知事が、休

暇から復帰した１日後に、また職から離れることになった。自分の所属政党やシェインバウム大統領からの圧力のためであ

る。ロチャは、米国当局から麻薬密売やシナロア・カルテルの「チャピトス」派との癒着を告発されたために、一時的に職

務を離れていた。それが、２１日に突然職務復帰を宣言し、翌日には無期限の休暇に入ると方針転換した。シェインバウム

大統領とモレナ党（国家再生運動）指導部は、ロチャの知事職復帰は党の結束や州の安定よりも自分の野心を優先するもの

だと批判していた。 

 ＊ドイツで猛暑、死者が１万４０００人：AFP 通信によると、今夏の相次ぐ熱波で、ドイツは公式データで約１万４０

００人が熱波関連で死亡したことを記録した。そのうち約９６００人が気温が摂氏４０度を超えた６月下旬の１週間に死亡

したと、連邦保健省のロベルト・コッホ研究所が報告した。 

 ＊コンゴ民主共和国政府と M２３反政府勢力、スイスで和平ロードマップに合意：コンゴ民主共和国当局は２２日に発

表した声明で、政府とルワンダの支援を受けている反政府勢力「M２３」が、スイスで５日間の交渉を経て、和平にむけ

たロードマップを策定したと発表した。   

・両者は対話を続けることを確約し、米国が仲介した和平の枠組みを基礎として、停戦監視メカニズムを構築するこ

とに合意した。停戦監視チームは、南キブ州ミネムブウェで最初の検証任務を開始する予定である。  

・こういう進展があるけれど、ドロップ・サイト特派員のゴッドフリー・オルキアの報告では、拘束者の釈放、政治

改革、M２３に対する制裁措置に関しては、まだ大きな対立点が残っている。  

・コンゴ民主共和国のジョゼフ・カビラ大統領は、ルワンダが支援する M２３の反乱を援助したという疑惑で米国

から科された制裁の取り消しを求め、ワシントン D.C,の連邦裁判所に提訴した。彼は M２３との関わりのために、

２０２５年コンゴの軍事法廷から欠席裁判で死刑判決を受けている。 

 ＊ナイジェリアのモスクから集団拉致された数百人が拘束される様子を写した動画が公開：武装集団が画像を公開し

た。その画像には、ナイジェリア北中部のナイジャー州の村から週末に、住民の証言では約６００人の女性、子ども、高齢

者が拉致される様子が映っている。  

・目撃者によると、正体不明の武装集団が金曜礼拝を行なっていた信者を襲撃し、周辺の集落を襲撃し、拉致した

人々を森の中で連れ去った。   
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・この地域では犯罪組織や過激派による身代金目当ての誘拐が頻発しているが、今回の襲撃と拉致について実行声明

を出した組織はなく、拉致された人々の安否も不明である。 

  

 

 

 

 


